
総務省消防庁

地震火災対策等に関する消防庁における取組

第２回輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会 資料３



地震火災対策等に関する消防庁における取組

○ 地震火災を防ぐためには、感震ブレーカーの設置や家具類の転倒防止対策、安全装置を備えた火気器具の
普及を推進するなどの出火防止対策に加え、住宅用火災警報器、住宅用消火器などの設置といった火災の
早期覚知・初期消火対策が重要。

○ 地震後、電気が復旧した際に、破損した機器に再通電することで火災の原因となる場合があるため、避難時
はブレーカーを落とすなど、火災発生を防ぐための行動も必要。

（消防庁における地震火災対策に関する周知活動）

日頃から地震火災に備え、地震時に火災を防ぐためのポイントをまとめた 「地震火災を防ぐポイント ～地震火災対策き
ちんと出来ていますか？～」（令和２年６月30日、次ページ参照）を作成し、周知している。
（春・秋の火災予防運動、消防庁ＨＰ、ＳＮＳ等）

SNS（消防庁Ｘ（旧ツイッター））を活用した周知活動の例消防庁HP（広報誌「消防の動き」）を活用した周知活動の例
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地震火災を防ぐポイント
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電気関係
58件

（約54％）

過去の大規模地震時における火災の発生状況

〈阪神・淡路大震災※１〉

電気に起因する出火の可能性がある主な部位

大規模地震時における火災の発生状況

〈東日本大震災※２〉

※１「地震時における出火防止対策のあり方に関する調査検
討報告書、平成 10 年」（消防庁）を基に作成

※２ 日本火災学会誌「2011年東日本大震災 火災等調査報
告書」を基に作成

電気
85件

（約61％）

その他
30件

（約22％）

ガス・石油
機器
24件

（約17％）

その他
50件

（約46％）

○ 過去の大規模地震においても、電気を原因とした火災が多く発生している。

〇 平成７年の阪神淡路大震災においては、139件の地震火災のうち、電気火災が85件（約６割）、
平成23年の東日本大震災においては、108件の地震火災のうち、電気火災が58件（約５割強）発生している。

※ 「大規模地震時の電気火災の発生抑
制に関する検討会 最終報告（概要）」
（平成27年3月）より 3



関係府省と連携した感震ブレーカーの普及啓発
○ 内閣府、総務省消防庁、経済産業省の３府省庁で連携し、広報を実施。
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感震ブレーカーに対する都道府県・市区町村等による支援制度

○ 感震ブレーカーの設置・購入費用への補助制度等を行っている都道府県や市区町村等もある。

（内閣府※によると令和元年時点で７府県及び130市区町村がそれぞれ支援を実施）

＜東京都台東区＞

①区内の対象地域内に住宅を有し、感震ブレー
カー（分電盤タイプ・
コンセントタイプ）の設置を希望する住民に対
し、設置費用の２／３（上限５万円）を補助。

②区内の対象地域内に住宅を新築予定で、感震
ブレーカー（分電盤タイプ）の設置を希望する
住民に対し、１万円を補助。

③区内の対象地域内に住宅を有し、配布を希望
する住民に対し、簡易型感震ブレーカーを無
償配布。 （台東区HP「感震ブレーカー設置費用の助成」より）

（補助制度の例）

＜大阪府（（公財）大阪府都市整備推進センター）＞
密集市街地内の自治会等が加入世帯の、概ね5割以上の世帯へ感震ブレーカーを購入・設置す
る活動に対して、購入費・設置費の金額以内で２千円/個を限度に補助を実施。

※内閣府「地方公共団体における感震ブレーカー支援制度一覧」

台東区の広報チラシ
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感震ブレーカー等に関するこれまでの動き
○H26.3 首都直下地震緊急対策推進基本計画（閣議決定）

⇒ 感震ブレーカー等の普及について、関係省庁にて、感震ブレーカーの有効性・信頼性を確保するための技術的検討等を行い、目標を設定して推進する
こと等を位置づけ。

○H27.3「大規模地震時の電気火災の発生抑制対策の検討と推進について(報告)」(大規模地震時の電気火災の発生抑制に関する検討会)
⇒ 大規模地震時の電気火災の発生抑制方策、感震ブレーカー等の性能評価、普及方策等について検討。

＞模擬実験の実施により、感震ブレーカーの有効性や留意点等を確認、検証
＞「感震ブレーカー等の性能評価ガイドライン」(H27.2)
＞分電盤以外のタイプの感震ブレーカーについて、第三者による性能評価の枠組を構築

○H27.3 首都直下地震緊急対策推進基本計画の変更（閣議決定）
⇒ 延焼のおそれのある密集市街地における感震ブレーカーの普及率25％（緊急対策区域）を目指すことを位置づけ。

（平成27年度からの10年間）

○H28.3 内線規程※（一般社団法人日本電気協会）に感震ブレーカーの設置に関する規定を追加
※電気需要場所における電気工作物の設計・施工・維持・管理について規定した民間規格

⇒ ＞勧告：「地震時等に著しく危険な密集市街地」の住宅など
＞推奨：上記以外の住宅など

○H30.2 一般社団法人住宅生産団体連合会宛て「地震時の電気火災発生抑制のための感震ブレーカーの普及について（周知依頼）」
⇒ 住宅生産に関係する会員企業に対し、感震ブレーカーの普及について協力を要請

○H30.3 「大規模地震時の電気火災抑制策の方向性について(報告)」(大規模地震時の電気火災の発生抑制に関する検討会)
⇒ 今後の感震ブレーカーの普及方策等について検討。

＞「『地震時等の電気火災の発生・延焼等の危険解消に取り組むべき地域』の指定に関する地方自治体向けガイドライン」(H30.3)
（各自治体における、地域の実情に応じた対策地域の指定に有用な、延焼の危険性を示す重要な指標を提示）

○H31.4 内線規程における感震ブレーカーの設置に関する勧告的事項の対象地域を拡大
⇒ ＞勧告：「地震時等の電気火災の発生・延焼等の危険解消に取り組むべき地域」の全ての住宅など

都市計画法に基づく防火地域・準防火地域の木造及び鉄骨造の住宅など（耐火建築物を除く）
＞推奨： 上記以外の全国の住宅など

○Ｒ2.6 地震時の火災を防ぐための広報用資料の作成・公表
⇒ 地震時の火災を防ぐためのポイントをまとめた「地震火災を防ぐポイント ～地震火災対策きちんと出来ていますか？～」を作成・公表した。

（全国火災予防運動等の際に活用）

＜感震ブレーカーの設置率（令和４年９月時点、内閣府実施）＞ 設置率:５．２％
※全国47都道府県に居住する18歳以上の日本国籍を有する者3000人への郵送によるアンケート調査（有効回答数1,791世帯）
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